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　株主の皆さまには、平素から格別のご支援を賜り厚く御礼申しあげ
ます。
　さて、ここに当社第95期報告書をお届けするにあたり、一言ご挨拶
申しあげます。
　ご高承のとおり、当期におけるわが国経済は、復興需要などを背景
に一部持ち直しの動きも見られ、また政権交代後の円安・株高の流
れから、景気回復への期待も高まっています。しかしながら、欧州の財
政問題の長期化、中国経済の減速などの懸念材料もあり、依然とし
て先行きの不透明な状況で推移しました。建設業界におきましては、
民間設備投資は緩やかに持ち直しているものの、国内企業・工場の
海外移転が進むなか、激しい受注・価格競争は継続しており、引き続
き厳しい経営環境にありました。
　このような状況下にありまして、当社は、中期経営計画（平成24年
度から25年度）に掲げた①従業員自らが考え挑戦する企業風土の
醸成、②組織総合力の向上を目指した体制強化、③安定した利益を
確保するための体制構築など、将来の成長を目指した事業基盤整
備の諸施策を推進いたしました。
　当期の売上高につきましては、再生可能エネルギーの固定価格買
取制度の導入に伴う太陽光発電関連工事の増加や、移動体通信
事業者の積極的な設備投資に伴う基地局関連工事の増加などによ
り、増収となりました。また、利益面につきましても、売上高の増加に伴
う売上総利益の増加に加え、販売費及び一般管理費の削減などに
より、増益となりました。
　売上高は3年連続の増収、経常利益および当期純利益は2年ぶり
の増益であります。
　＜当期の個別業績＞
　　受注高　　　　 1,745億1千万円　（前期比　6.9％増）
　　売上高　　　1,689億1千4百万円　（前期比　3.4％増）
　　経常利益　　　 31億2千3百万円　（前期比22.4％増）
　　当期純利益　　 14億8千3百万円　（前期比　̶　）
　株主の皆さまへの期末配当金は、中間配当金と同じく1株につき5
円とさせていただきました。
　今後の景気見通しにつきましては、各種の政策効果などを背景に、
景気の持ち直し傾向が確かなものとなることが期待されます。しかしな
がら、建設業界におきましては、国内企業・工場の海外移転が加速す
るなかで受注・価格競争は一層激しくなるものと思われ、また電力業
界の厳しい収支環境のもと、電力設備投資抑制の動きが継続するこ
とも想定されます。

　こうした状況下にありまして、当社の経営環境は依然として厳しく、
また先行きこの状況が継続するリスクも否定できないなかで、当社はこ
の期間を将来の成長に向けた企業体質強化の好機として前向きに
捉え、中期経営方針（平成24年度から25年度）に掲げた課題認識の
もと、引き続き諸施策に取り組んでまいります。
　＜中期経営方針＞
　　○基本方針
　　　「将来の成長を目指した事業基盤整備」
　　○重点方針
　　　①　従業員自らが考え挑戦する企業風土の醸成
　　　②　組織総合力の向上を目指した体制強化
　　　③　安定した利益を確保するための体制構築
　この中期経営方針では、「お客さま満足度と従業員満足度の向
上」を最優先に取り組むこととし、これまでの長年にわたる社会インフ
ラの整備・維持の実績が当社の強みであることを従業員一人ひとりが
誇りとして再認識した上でこれを原動力とし、自ら「お客さま・地域・社
会に対し何が貢献できるか」を考え挑戦することのできる企業風土の
醸成に重点を置きます。さらに、従業員全員が方針・方策を共有・理
解し、組織総合力が発揮できる体制へと強化していく所存であります。
　株主の皆さまには、何卒今後とも格別のご支援を賜りますようお願
い申しあげます。

平成25年6月

代表取締役社長

株主の皆さまへ
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　厳しい収支環境にある電力会社の設備投資抑制などの影響は
あったものの、配電設備の移設等の設備支障工事などの増加で工
事量を確保したことにより、前期に比して、受注高につきましては1.9
％増、売上高につきましても1.7％増となりました。

　地中配電線工事や地上設置型太陽光パネル基礎工事などの受
注が増加したことにより、受注高につきましては前期に比して28.4％
増となりましたが、売上高につきましては、前期に比して僅かに減少
いたしました。
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部門別売上高の割合
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（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
事業の概況
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　移動体通信事業者の積極的な設備投資による基地局関連工事
が増加したことにより、受注高につきましては前期に比して22.5％増とな
りました。売上高につきましても、受注高の増加に加え、期首手持工事
が順調に完成したことなどにより、前期に比して21.8％増となりました。
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（第93期）

15,354
16,381

13,574
14,529

平成23年度
（第94期）

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
事業の概況

　官公庁および電力会社からの受注が減少したことにより、受注高
につきましては前期に比して12.9％減となりました。売上高につきまし
ては、建設会社を含む一般得意先工事の当期完成が増加したこと
により、前期に比して5.9％増となりました。

　販売促進などに積極的に取り組んだことにより、売上高につきまし
ては、前期に比して5.2％増となりました。

　官公庁からの受注は減少したものの、一般得意先からの太陽光
発電設備工事の需要拡大などにより、受注高につきましては前期に
比して10.7％増となりました。売上高につきましても、太陽光発電設
備工事などが増加したことにより、前期に比して1.0％増となりました。
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1,423

3,202

1,682

3,296

平成20年度
（第91期）
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（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
業績の推移
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負 債 の 部
流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

評価・換算差額等

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金

自 己 株 式

純 資 産 合 計
負債純資産合計

50,310
3,827
27,576
3,700
1,663
3,399
5,387
811
1,047
357
2,540
34,146
6,092
27,990

63
84,457

67,345
7,680
6,839
6,831

7
54,247
1,639
52,608
100
1,168
49,400
1,939

△ 1,422
2,544
2,404
139

69,890
154,347

支 払 手 形
工事未払金
短期借入金
リース債務
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
そ の 他

リース債務
退職給付引当金
そ の 他

資本準備金
その他資本剰余金

海外市場開拓積立金
固定資産圧縮積立金
別途積立金
繰越利益剰余金

その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益

純 資 産 の 部

資 産 の 部

流 動 資 産

固 定 資 産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

資 産 合 計

89,961
12,463
10,000
2,398
44,530
9,000
3,861
2,596
59

1,851
1,067
1,571
294
335
△ 68

64,386
46,673
13,840
4,709
812

27,063
247
1,069
16,643
6,763
456
464
645
8,460
1,083

△ 1,229

154,347

現 金 預 金

預 け 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

有 価 証 券

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

商 品

繰延税金資産

未 収 入 金

立 替 金

デリバティブ債権

そ の 他

　貸倒引当金

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

建 設 仮 勘 定

投資有価証券

関係会社株式・関係会社出資金

長 期 貸 付 金

破産更生債権等

繰延税金資産

そ の 他

 貸倒引当金

平成24年4月 1日から
平成25年3月31日まで平成25年3月31日現在

165,243

3,670

147,112

3,328

18,130

342

392

432

394

53

212

24

21

22

51

319

65

818

666

168,914

150,441

18,473

15,726

2,746

825

448

3,123

280

435

2,968

1,485

1,483

完 成 工 事 高

兼 業 事 業 売 上 高

完 成 工 事 原 価

兼 業 事 業 売 上 原 価

完 成 工 事 総 利 益

兼 業 事 業 総 利 益

営 業 利 益

受取利息及び配当金

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

投資有価証券売却益

子 会 社 清 算 益

固 定 資 産 除 売 却 損

減 損 損 失

投資有価証券評価損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

売 　 　 上 　 　 高

売 　 上 　 原 　 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

特 　 別 　 利 　 益

特 　 別 　 損 　 失

個別決算の状況



11 12

平成24年4月 1日から
平成25年3月31日まで

トーエネック陸上競技部の活動

個別決算の状況

7,680

7,680

6,839

△0

△0

6,839

当期首残高

当期変動額

　別途積立金の取崩

　剰余金の配当

　固定資産圧縮積立金の積立

　固定資産圧縮積立金の取崩

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

資本金 資本剰余金
合計

53,700

－

△936

－

－

1,483

547

54,247

△1,416

△5

0

△5

△1,422

利益剰余金
合計

株　主　資　本

自己株式

66,804

－

△936

－

－

1,483

△5

0

541

67,345

株主資本合計

1,783

620

620

2,404

313

△173

△173

139

当期首残高

当期変動額

　別途積立金の取崩

　剰余金の配当

　固定資産圧縮積立金の積立

　固定資産圧縮積立金の取崩

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

2,097

446

446

2,544

68,901

－

△936

－

－

1,483

△5

0

446

988

69,890

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等
純資産
合計

△第67回名岐駅伝

△ニューイヤー駅伝
（第57回全日本実業団対抗駅伝競走大会）

△第52回中部実業団対抗駅伝
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連結決算の状況

負 債 の 部

支払手形・工事未払金等
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
工事損失引当金
そ の 他

長 期 借 入 金
リー ス 債 務
退職給付引当金
そ の 他

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘定

純 資 産 の 部

172,047

4,095

152,324

3,599

19,722

495

201

423

361

383

41

213

24

21

113

108

338

65

1,025

713

176,142

155,924

20,218

16,553

3,665

986

425

4,226

371

512

4,085

1,739

2,346

2,346

完 成 工 事 高

そ の 他 事 業 売 上 高

完 成 工 事 原 価

そ の 他 事 業 売 上 原 価

完 成 工 事 総 利 益

そ の 他 事 業 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

持分法による投資利益

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 益

在外子会社清算に伴う為替換算調整勘定取崩益

固 定 資 産 除 売 却 損

減 損 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少数株主損益調整前当期純利益

当 期 純 利 益

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

その他の包括利益累計額

52,483
35,799
4,057
1,745
5,849
873
1,082
357
2,718
34,004

32
5,833
28,058

80
86,488

80,264
7,680
6,839
67,166
△ 1,422
2,589
2,416
139
32

82,854
169,342

資 産 の 部

現 金 預 金
預 け 金
受取手形・完成工事未収入金等
有 価 証 券
未成工事支出金
材 料 貯 蔵 品
商 品
繰延税金資産
そ の 他
 貸倒引当金

建物・構築物
機械、運搬具及び工具器具備品
土 地
建 設 仮 勘 定

投資有価証券
繰延税金資産
そ の 他
 貸倒引当金

流 動 資 産

固 定 資 産

93,205
14,026
10,000
48,881
9,000
4,079
2,596
97

1,989
2,602
△ 68

76,137
49,398
14,388
7,657
27,103
248
1,094
25,645
16,212
8,510
1,861
△ 940

169,342

有形固定資産

無形固定資産
投資その他の資産

資 産 合 計

売 　 　 上 　 　 高

売 　 上 　 原 　 価

売　上　総　利　益

販売費及び一般管理費

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

特 　 別 　 利 　 益

特 　 別 　 損 　 失

平成25年3月31日現在

純 資 産 合 計
負債純資産合計

平成24年4月1日から
平成25年3月31日まで
    

筑
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連結決算の状況

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

7,680

7,680

6,839

△0

△0

6,839

65,757

△936

2,346

1,409

67,166

△1,416

△5

0

△5

△1,422

78,860

△936

2,346

△5

0

1,404

80,264

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

その他の包括利益累計額 純資産
合計繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

その他有価証券
評価差額金

当期首残高
当期変動額
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

1,792

624

624

2,416

313

△173

△173

139

104

△71

△71

32

その他の包括利益
累計額合計

2,210

379

379

2,589

81,071

△936

2,346

△5

0

379

1,783

82,854

金額科目

4,815

△483

△3,199

114

1,246

27,264

28,511

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

新製品の販売・施工を開始しました
平成24年4月 1日から
平成25年3月31日まで■連結株主資本等変動計算書

平成24年4月 1日から
平成25年3月31日まで■連結キャッシュ・フロー計算書

開発、販売施工：地中線部

開発：技術開発室、販売：エコソリューション部・商品販売センター
※中部電力㈱、昭和セラミックス㈱、神鋼アクテック㈱との共同開発です。

■地上設置型太陽光パネルの新基礎「ＦＸＴ鋼管基礎」
　「ＦＸＴ鋼管基礎」は、既存のコンクリート基礎と比較し、産業廃
棄物をほぼ排出しない環境にやさしい基礎で、建設から撤去ま
でのトータルコストの削減も可能となっています。

■ハイブリッド脱臭装置「デオマイスター」
　「デオマイスター」は、ゼオライトハニカムフィルタと光触媒セラミッ
クスフィルタという2種類のフィルタを組み合わせているので、高い
脱臭効果があります。また、稼働中でもフィルタ再生が自動で行え
るため、フィルタの長寿命化、ランニングコストの軽減が可能です。



（平成25年3月31日現在）
株式の状況
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国外82名
2,968千株（3.1％）

自己株式1名
3,003千株（3.1％）

北海道19名
18千株
（0.0％）

東北58名
48千株
（0.1％）

関東1,026名
11,497千株
（11.9％）

中部4,035名
75,064千株
（77.7％）

近畿931名
3,590千株
（3.7％）

中国94名
120千株
（0.1％）

四国93名
200千株（0.2％）

沖縄3名
6千株
（0.0%）

九州106名
129千株
（0.1％）

国内法人
235名

52,610千株
（54.4％）

金融機関41名
9,377千株（9.7％）

個人・団体
6,067名
28,526千株
（29.5％）

自己株式1名
3,003千株（3.1％）

証券会社23名
175千株（0.2％）

外国人81名
2,955千株（3.1％）

中 部 電 力 株 式 会 社

トーエネック従業員持株会

ト ー エ ネ ッ ク 共 栄 会

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

トーエネック岡崎協力会持株会

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

トーエネック名古屋協力会持株会

48,330
6,823
2,154
1,091
1,006
894
681
672
566
550

51.61
7.29
2.30
1.17
1.07
0.95
0.73
0.72
0.60
0.59

（注）１．当社は、自己株式3,003千株を保有しておりますが、上記大株主からは
除いております。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

（千株） （％）

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

10

10

10

10

10

※平成25年6月26日開催の第95回定時株主総会
においてご承認いただきました。

中間配当金 期末配当金 年　間

（円）

※

株主の分布状況

1株当たり配当金額の推移



19 20

トピックス

■総合上飯田第一病院南館

△中京競馬場メインスタンド △総合上飯田第一病院南館

△手術室 △ＭＲＩ室△客席スタンドのＬＥＤ照明 △エントランスの天吊りＬＥＤ照明

△スタンド屋根上の太陽光パネル

■中京競馬場

当社 最近の施工物件

　日本に10ヶ所ある中央競馬競馬場の1つである中京競馬場がリ
ニューアルされ、当社は電気設備全般および競馬運営に関わる特
殊通信設備工事を行い、平成24年6月に竣工しました。
　施工にあたり、環境に配慮して、スタンドにはＬＥＤダウンライトを採
用し、天井面に設置した光センサーによる調光制御を可能にしまし
た。また、エントランス吹き抜け部分には特注天吊りタイプのＬＥＤ照
明を採用しました。さらに、競馬場では初となる太陽光発電設備とし
て、太陽光パネル480枚（100Kw）をスタンド屋根上に設置しました。

　平成24年6月、医療法人愛生会　総合上飯田第一病院の南
館が増築され、当社は南館増築および医療施設増設に伴う電気
設備工事と空調管設備工事を行いました。
　電気設備、空調管設備ともに当社による施工のため、内線と空
調管設備の担当者が協力し、チームワークを生かした総合的な観
点で技術・設備提案を行いました。また、限られたスペースしかない
天井内の配管や配線を効率的に位置取りするなど、三次元ＣＡＤ
を駆使して天井高の確保を実現しました。

△病室
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トピックス

■災害復旧

△旭硝子㈱千葉工場　特別高圧電気受変電設備

△メガソーラー完成予想図

△災害復旧作業の様子（台風4号）▽

■旭硝子㈱千葉工場　特別高圧電気の受変電設備更新工事
　平成24年12月、旭硝子㈱千葉工場　第一特高変電所の受変電
設備更新工事が竣工となり、当社は土木工事、地中内のケーブル工
事、電気設備更新工事、変電設備更新工事などを行いました。
　施工範囲が広範囲に及ぶため、各部門が協力し、総合力を発揮
した施工となりました。また、現場周辺は埋立地で地下水位が高い上、
汚染水流出禁止など様々な制約がありましたが、事前に地中連続壁
を構築し、湧水を最小限に抑えることでコスト削減を実現しました。

■メガソーラー建設による発電事業に参入
　当社は、三重県熊野市の学校跡地を借用し、平成25年10月より
当社初の太陽光発電による発電事業を開始します。このメガソーラー
は、250Wの太陽光パネル約9,900枚を設置し、一般家庭約600世
帯分に相当する1,990kWを発電します。年間では約224万kWhの
発電量を見込んでおり、発電した電力は全量を売電する予定です。

　平成24年6月、台風4号が近畿地方や東海地方に多くの被害
をもたらしました。最も被害の大きかった静岡支店管内には全社を
あげて応援に駆け付け、延べ3,000人を超える体制で早期復旧に
努めました。
　また、平成24年9月には、台風17号が東海地方に上陸し多くの
被害をもたらしました。当社は、延べ2,000人を超える体制で早期
復旧に努めました。



本店本館

本店別館
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本店所在地

 円429,587,086,7
4,974名（平成25年3月31日現在）

電気及び電気通信工事
管工事
消防施設工事
土木及び建築工事
とび、土工及びコンクリート工事
ほ装工事
塗装工事
防水工事
水道施設工事
鋼構造物工事
機械器具設置工事
内装仕上工事
清掃施設工事
冷水、温水、蒸気その他の熱及び風力発電、太陽光発電等の
エネルギー供給に関する事業
電気通信事業
前各号の工事及び事業に関連する測量、設計、監理、保守及
びコンサルティング業務並びにこれらに附帯する研究、企画、開
発等の受託
次の物品の仕入、製造、販売及び賃貸の事業
ア.  前各号に関する工事用の電線、電柱及び架線金具等
イ.  発電用・送電用の制御機器、照明器具及び配線材料
ウ.  電化製品、家具、厨房機器、医療機械器具、衛生用機械器
　  具、介護機器、介護用品、健康器具、スポーツ用品、衣料品
　  及び日用雑貨品
エ.  建設用機械器具、空気調和設備機器及び空気圧縮機
オ.  電気通信機器、コンピュー
　  ター機器及び通信端末機
　  器並びにこれらの部品
一般貨物自動車運送事業
不動産の売買、賃貸及び管理
他会社に対する投資及び融資
労働者派遣事業
前各号に附帯する一切の事業

１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４

１５
１６

１７

１８
１９
２０
２１
２２

（平成25年3月31日現在）

会社の概要



（平成25年3月31日）
会社の概要
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〒460-0008

〒455-0011

〒457-0819

〒170-0002

〒810-0073

〒920-0025

〒170-0002

〒220-0022

〒305-0061

〒060-0004

〒980-0014

〒532-0025

〒461-0043

〒444-0035

〒420-0029

〒514-0003

〒500-8269

〒380-0803

名古屋市中区栄1-20-31

名古屋市港区千年3-1-32

名古屋市南区滝春町1-79

東京都豊島区巣鴨1-3-11

福岡市中央区舞鶴1-3-14（小榎ビル）

金沢市駅西本町2-11-42（MKビル）

東京都豊島区巣鴨1-3-11

横浜市西区花咲町6-145（横浜花咲ビル）

つくば市稲荷前8-1（布川ビル）

札幌市中央区北四条西17-1（吉田ビル）

仙台市青葉区本町2-1-8（第一広瀬ビル）

大阪市淀川区新北野3-8-2

名古屋市東区大幸1-8-8

岡崎市菅生町字元菅17-2

静岡市葵区研屋町51

津市桜橋2-177-1

岐阜市茜部中島3-10

長野市三輪2-1-8

本 店

（本店別館）

（技術開発室）

（首都圏営業部）

九 州 支 社

北 陸 支 社

東 京 本 部

神 奈 川 支 社

茨 城 支 社

北 海 道 支 社

東 北 支 社

大 阪 本 部

名 古 屋 支 店

岡 崎 支 店

静 岡 支 店

三 重 支 店

岐 阜 支 店

長 野 支 店

九州支社

北陸支社

北海道支社

長野支店

名古屋支店

東北支社

茨城支社

神奈川支社

静岡支店

岡崎支店

三重支店

本店（本店別館）
（技術開発室）

岐阜支店
大阪本部

東京本部
（首都圏営業部）

取締役および監査役 主要事業所

代表取締役社長
社長執行役員

代 表 取 締 役
専務執行役員

取 締 役
常務執行役員

取 締 役
常務執行役員

取 締 役
常務執行役員

取 締 役
常務執行役員

取 締 役
（非　常　勤）

取 締 役
常務執行役員

取 締 役
常務執行役員

常 任 監 査 役
（常　　　勤）

監 査 役
（常　　　勤）

監 査 役
（非　常　勤）

監 査 役
（非　常　勤）

越 智 　 洋

山 内 　 忠

竹 尾 　 聡

山 田 博 志

三 浦 　 務

安 井 善 隆

渡 邉 　 穣

浅 見 　 繁

髙 木 　 勲

浅 田 耕 太

冨 田 敏 夫

石 原 真 二

志 賀 慶 章
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　当社の株式は１単元が１，０００株となっておりますので、単元未満
株式（１～９９９株）については市場での売買はできません。このよう
な単元未満株式については、当社に対して買取請求（ご売却）、また
は１，０００株（１単元）となるよう買増請求（ご購入）をすることができま
す。なお、買取・買増請求の際の手数料は無料です。

【単元未満株式の買取・買増制度イメージ】
単元未満株式を７００株ご所有の株主さまの場合

＜買取（ご売却）請求＞
株主さまがご所有の株式７００株を当社に市場価格※で売却すること
ができます。
＜買増（ご購入）請求＞
株主さまが１，０００株（１単元）とするのに必要な３００株を当社から市
場価格※で購入することができます。

※市場価格とは、東京証券取引所の開設する市場における最終価
格（ただし、その日に売買取引がないときまたはその日が同取引所
の休業日に当たるときは、その後最初になされた売買取引の成立
価格）をいいます。

■単元未満株式の買取・買増請求について
　配当金の口座振込をご利用いただきますと、配当金支払開始日に
株主さまご指定の銀行等の口座に振り込まれ、迅速・安全・確実に
配当金をお受け取りいただくことができます。
　配当金領収証で配当金をお受け取りの株主さまは、この機会にご
検討くださいますようお願いいたします。

【口座振込の方式】以下の3つの振込方式からお選びいただけます。
①　個別銘柄指定方式
ご所有の銘柄ごとに銀行等の口座を指定し、配当金をお受け取り
いただける方式です。
・当社は、ゆうちょ銀行の貯金口座を指定することができます。
　他社銘柄によっては、指定できない場合があります。
　　　　当社の配当金　　　　　Ａ　銀　行
　　　　●社の配当金　　　　　Ｂ　銀　行

②　登録配当金受領口座方式
ご所有のすべての銘柄の配当金を、あらかじめご指定いただいた
1つの銀行等の口座でお受け取りいただける方式です。
・1つの証券会社等でお手続きをすれば、その後はすべての銘
柄の配当金を1つの銀行でお受け取りいただくことができます。
・ゆうちょ銀行の貯金口座を指定することはできません。
　　　　当社の配当金　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ　銀　行
　　　　●社の配当金　　　　　

③　株式数比例配分方式
お取引の証券会社の証券口座で配当金をお受け取りいただける
方式です。
・同一銘柄を複数の証券会社の口座でご所有の場合は、各証
券会社ごとのご所有株式数に応じた配当金を証券口座でお受
け取りいただくことができます。
・他社銘柄を含め、ご所有の株式の一部が特別口座に記録され
ている株主さまはご利用になれません。特別口座から証券会社
の口座への振替が必要となります。（Ｐ27参照）

　　（例：当社の株式3千株を保有しており、Ｄ証券に1千株、Ｅ証
券に2千株が記録されている場合）

　　　　　　　　　　　1千株分　　Ｄ　証　券
　　　　当社の配当金
　　　　　　　　　　　2千株分　　Ｅ　証　券

■配当金口座振込サービスについて

　ご所有の当社株式がどこの証券会社の口座に預けられているの
かわからないという株主さまにつきましては、「三井住友信託銀行の
特別口座」で管理されている可能性があります。
　この特別口座は、平成２１年１月に実施されました株券電子化に
伴い、それまでに証券会社口座に株券をお預けでなかった当社株
式を管理する暫定的な口座であり、株式を売買するための取引口
座ではありません。
　単元株式をお持ちの株主さまで、将来的にご売却等をお考えであ
れば、特別口座から証券会社の口座への移管をお勧めしております。

■特別口座から証券会社の口座への振替
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住所変更、単元未満株式
の買取・買増、配当金受取
方法の指定などのお申出
について  

〈証券会社をご利用の株主さま〉

お取引先の証券会社にお問い合わせください。

〈証券会社をご利用でない株主さま〉

株式が特別口座に登録されている株主さまは、
当社の特別口座管理機関である三井住友
信託銀行株式会社へお問い合わせください。

未受領配当金のお受け
取りについて

当社の株主名簿管理人である三井住友信
託銀行株式会社へお問い合わせください。

「配当金計算書」について

＊確定申告をなされる株主
さまは、大切に保管ください。

配当金支払いの際送付している「配当金計
算書」は、租税特別措置法の規定に基づく
「支払通知書」を兼ねております。確定申告を
行う際は、その添付書面としてご使用いただく
ことができます。なお、配当金領収証にて配当
金をお受取りの株主さまにつきましても、配当
金支払いの都度「配当金計算書」を同封させ
ていただいております。

毎年4月1日から翌年3月31日まで

期末 3月31日

中間 9月30日

6月

三井住友信託銀行株式会社  証券代行部

東京都杉並区和泉2-8-4

三井住友信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内1-4-1

三井住友信託銀行株式会社

0120-782-031

証券代行部

〒460-8685  名古屋市中区栄3-15-33

〒168-0063
（フリーダイヤル）

　未受領の配当金がある場合、支払開始日から5年以内であれば、
お受け取りいただくことができます。
　お手元に「配当金領収証」がある場合は、必要事項をご記入・ご
押印のうえ、三井住友信託銀行株式会社　証券代行部へご郵送く
ださい。
　お手元に「配当金領収証」がない場合や、配当金のお受け取り状
況を確認したい場合は、三井住友信託銀行株式会社　証券代行
部へお問い合わせください。

■未受領配当金のお受け取りについて

　住所変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金
受取方法の指定その他各種お手続きにつきましては、ご
所有の株式の記録先によって異なりますので、ご留意くだ
さい。
　●証券口座をご利用の株主さま
　　　　お取引先の証券会社
　●証券口座をご利用でない株主さま
　　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　　　　（フリーダイヤル　0120-782-031）

　支払期間経過後の配当金に関するお問い合わせは、
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部にお願いい
たします。

お手続き・お問い合わせ先


